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1 商工部の概要について

(1)機構、補職者及ぴ職員数

商工部

倍1長

40 人

片岡研之)

企業立地・雇用拡大担当

(理事:長谷崎耕蔵)

(平成30年4月1日現在)

産業雇用政策課 15人

(課長:本多浩志)

企画金融係 5人

(係長:田中真武)

雇用促進係 4人

(係長:元尾賢治)

商工振興課

(課長:黒田

中央卸売市場 7人

(市場長:演口誠)

立地創業係 5人

(係長;前田耕作)

12 人

正代)

長崎県産業振興財団

派遣 2人

ふるさと納税推進室 4人

(室長:岩永貴博)

商業流通係 7人

(係長:田中祐介)

(次長:井克史)

工業貿易係 4人

(係長:高比良格)

係 3人

(係長:宮田

係 5人

(係長:堀

佳和)

広海)



(2)分掌事務

(1)部の統括に関すること。

(2)部の所管(中央卸売市場を除く。)に係る国庫支出金等に関すること。

(3)部の所管(中央卸売市場を除く。)に係る予算の経理に関すること。

(4)中小企業の金融支援に関すること。

(5)雇用対策に関すること。

(6)'勤労者の福利厚生に関すること。

(フ)経済成長戦略に関すること。

(8)企業誘致に関すること。

(9)産学連携に関すること。

(1の長崎サミットに関すること。

(11)産業技術審査会及び経済活性化審議会に関すること。

(12)一般財団法人長崎市勤労者サービスセンターとの連絡調整に

関すること。

(13)商工会議所その他の経済団体との連絡調整に関すること。

(14)部内事務の連絡調整に関すること。

産業雇用政策課

(1)商業及ぴ流通業の振興に関すること。

(2)協業組合、中.小企業等協同組合並びに商工会及び商店街振興組合

の設立の認可等に関すること。

(3)特定商工業者の負担金の賦課の許可等に関する二と。

(4)電気用品安全法(昭和 36年法律第 234号)1こよる電気用品販売店等

からの報告の徴収及ぴ立入検査に関すること。

(5)商店街等の高度化事業計画の認定等に関すること。

(6)市設小売市場との連絡調整及ぴ維持管理に関すること。

(フ)市民生活プラザのホール及び会議室に関すること。

(8)商工会議所その他の商工業団体との連絡調整に関する二と。

(9)長崎つきまち株式会社との連絡調整に関すること。

(10)販路開拓支援に関すること。

(11)物産振興に関すること。

(12)伝統的工芸品の振興に関すること。

(13)鉱工業の振興に関すること。

a4)貿易の振興に関すること。

a5)ふるさと納税推進室に係る庶務及び連絡調整に関すること。

(平咸30年4月1日現在)

商工振興課

,

心

ふるさと納税

推進室

( 1 )

( 2)

中央卸売市場

ふるさと納税の推進に関すること。

企業版ふるさと納税の推進に関すること。

(1)市場事業の企画に関すること。

(2)市場関係業者に係る許認可等及び指導監督に関すること。

(3)市場施設の管理及ぴ利用許可に関すること。

(4)売買取引及び決済に閧すること。

(5)市場閏係団体との連絡調整に関すること。

(6)中央卸売市場開設運営協議会及び中央卸売市場取引委員会に

関すること。

⑦長崎中央市場サービス株式会社との連絡調整に関すること。



2 地元雇用の概況について

(1)長崎公共職業安定所管内(※長崎市、長与町、時津町)等の状況

少子高齢化による生産年齢人口の減少を背景に有効求職者数は減少傾向にある。

一方、有効求人数は定年退職の増加と景気の回復による人手不足を背景に増加傾向にある。
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(2)常用雇用(正社員・正職員)に係る有効求人・求職の状況

製造業や建設業関係において人手不足となっている一方、事務的職業においては求人数が

不足しているなど、「雇用のミスマッチ」が続いている。

専門的・技術的職業

職

建築・土木技術者

社会福祉の専門的職業

業

事務的職業

有効求人数

一般事務員

会計事務員

1,450 人

販売の職業

有効求職数

サービスの職業

163 人

370 人

.

介護サービスの職業

飲食物調理の職業

1,138 人

弓

価7人

長崎地域

有効求人倍率

48 人

190 人

生産工程の職業

4刀人

55 人

1

1.27

金属材料製造等

製品製造・加工処理

2,235 人

全国(参考)

504 人

3.40

1,877 人

136 人

1,236 人

建設・採掘の職業

1.95

2.15

615 人

228 人

0.29

建設の職業

6 11

613 人

※資料:長崎公共職業安定所管内(長崎市、長与町、時津町)平成30年3月分より
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0.70

411 人

374人

1.刀

1,92

133 人

89 人

152 人

1.62

2.79

2.19

3.09

142 人

3.15
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③県内新規学卒者の就職内定率(各3月末時点)

平成30年の県内高卒者、大卒者の就職内定率は、定年退職の増加と景気の回復による人

手不足を背景に企業の採用意欲が高い水準にある
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(4)新規学卒者の進路状況

ア局校

(ア)県内新規学卒者の県内就職率の推移

県内就職率は53.フ%となっており、ほぽ横ぱいで推移している。男の県内就職率が

徐々に向上してきており.、その要因として、「工業系高校で実施している地元企業の

工場見学」などの地道な活動が実を結んできているものと者える。



イ大学

(ア)長崎県内新規学卒者の県内就職率の推移

大学生の県内就職率はここ数年、緩やかな減少傾向である。県外企業からの求

人が増え、県内企業が地元の人材を獲得できていない状況にあると考える。

(単位:%)



専門学校

(ア)市内専門学校就職状況《市内専門学校への調査》

専門学校生の県内就職率はこ二数年、減少傾向である。大学と同様、県外企業から

の求人が増え、県内企業が地元の人材を獲得できていない状況にあると考える

【各年3月卒業】

専門学校(市内)

78.フ

平成27年

75,0

平成28年

(単位:%)

県内

平成29年

県外

平成30年

^
^
^
^
^
^
^
^
^
^
 
0
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(5)市内企業の採用状況(H30.4採用)

長崎市内に事業所があり、採用に積極的な企業に対して新卒採用状況に関するアンケート

を実施している。平成30年度調査では、調査事業所195社のうち 161社から回答を得た。

(回答率83%)。結果については下表のとおりである。

平成30年4月入社の採用動向については、地元就職者の割合が減少し、UUターン就職者

の割合が増えている。これは、県外企業からの求人が増え、地元での人材確保が難しくなっ

てきているため、市内での求人活動に加え、県外での採用活動も展開してきていることが要

因と考える。

H27年卒

回答数

調査数

H28年卒

%。

新卒採用数

計

H29年卒

%。

うち誘致企業

568 人

卸●◆唇岬●闇●■◆●■,●

うち正規雇用

%.

11.1

H30年卒

人744

地元就職数

758 人 749

98.8
"..、ー.ー.島,.一■■」..■卿゛■.......

183183
1

24.1 100.0 %

うち誘致企業

人100

(平成30年5月31日時点回答分を集計)

5

161

4。

※正規雇用者数は、平成29,年卒業者より調査開始。

.

254 人 86 168.

' .
.

22233.5 % 11.3.
.

.'

90 人 12 78
司

.

42.6492 % 6.6 % %.

. .

405

U,1'Jターン

就職者数

71.3

93

【参考】平成30年アンケートにおける市内事業者の主な意見

・県内では採用活動に限界があると感じており、Uターン者の採用のため、県外での採用活動を

行っている。(生活関連サービス業・娯楽業)

・マイナビ・りクナビ等の合同企業説明会への参加や大学・高校への訪問活動等を行っている。

(卸売・小売業)

・東京・福岡等での合同企業説明会に参加している。また、九州内の大学等を訪問し、求人を

行っている。(5大学、 1高専、 2専門)(学術研究・専門サービス業)

.
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99.0
一●一●一ーー●一ーーーーー"一●■一ーーーーーーーーー
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うちUターン 1うち1・dターン
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3 企業立地奨励制度について

長崎市では、産業の振興及ぴ雇用機会の拡大を図ることにより、経済の発展及び市民生活の向上

に資することを目的として、下記の企業立地奨励制度を設けている。

(1)対象業種

◆造船・自動車等の輸送用機械関連産業

◆産業用機械、新エネルギー・環境関連産業

◆情報通信関連産業◆食品関連産業 ◆医工連携関連産業

◆陸上養殖業 ◆農業

◆その他の対象業種(主に倉庫業などの物流関連業※工業団地に限る)

10

②奨励金交付事業者の指定要件

立地形態 規模等

大企業

中小企業者等

陸上養殖業法人

,

農業法人

中小企業者等

陸上養殖業法人

投資額総額

※1

3億円以上

農業法人

3千万円以上

※1

大企業

中小企業者等

3千万円以上

陸上養殖業法人

2千万円以上

投資額総額は、事業の用に直接供する土地、建物及ぴ償却資産の取得に要した費用の合計金額

(消費税額は含まない)。土地は操業日の3年前、建物・償却資産は1年前までに取得したもの

が対象となる。

雇用増従業員数ぱ、操業日の前後1年にあたる日の従業員の差引の総数(市内の全事業所を対

象)で、雇用保険被保険者が対象となる。

3千万円以上

※2

農業法人

雇用増従業員数

※2

1.5 千万円以上

1千万円以上

10人以上

5人以上

3人以上

3人以上

5人以上

2人以上

2人以上

10 人以上

5人以上

3人以上

3人以上

新
設建

物
設
置
型 増
設
・
移
設

新
設

建
物
借
上
型



(3)奨励金の申請手順

事前協議

."

操業

限度額

月々 1万円坪

交付期間3年間

限度額なし

交付期間3年間

2年目、 3年目は前年

より5人以上増員の

場合に交付対象

^

指定申請

操業日の30日前まで

奨励金の交付申請

(4)奨励内容

施設等整

備奨励金

操業日から60日以内

→指定要件を確認した上で、市から指定害を交付

操業日から1年を経過した日以降

→市から奨励金を交付

建物等賃

借奨励金

投資額総額と固定資産評価額の

いずれか低い額

雇用

奨励金

50%以内

正社員 50万円/人(障害者加算50万円)

非正規 30万円/人(障害者加算30万円)

短時間 15万円/人(障害者加算20万円)

※長崎市民が対象

15%以内

建物等の賃借費用

X

X

. 限度額なし

5年間で分割交付

奨励金の合・額の総限度額一・10億円

.



(5)奨励金の交付イメージ

各奨励金については、投資額総額及び雇用増従業員数が指定要件を満たすことを条件として交

付する

ア施設等整備奨励金

【モデル伊n 投資額総額 10億円※固定資産評価額も同額と仮定

→施設等整備奨励金の総額 10億円X15%=1.5億円

10億円

1.5 億円

イ建物等賃借奨励金

【モデル伊n 建物等の賃借費用年額5,000万円

→建物等賃借奨励金の年額 5,000万円X50%=2,500万円

※上限額一・1月あナこり 1万円/坪

3.OM 万円

1年目

5年問て分割して交付

3.000 万円

2年目

3,000 万円

3年目

3.000 万円

4年目

2,500 万円

1年目

最大3年間交付

3.000 万円

5年目

2,5卯万円

2年目

2 500万円

3年目

奨
励
金
総
額

投
資
額
総
額

"
万0

励
金
(
年
額
)

円万0{

賃
借
費
用
(
年
額
)



、

ウ雇用奨励金

従業員数の増員数のうち長崎市民分を対象に奨励金を交付する。(最大3年間交付)

【モデル例①】操業後の従業員数が増加する場合(全て正規と仮定)

正規従業員数

(長崎市民)

従業員数

(前年との差)

雇用奨励金

(1年目との差)

1年目

10 人

500 万円

(10 人X50 万円)

2年目

◎従業員数の推移

30 人

工士20厶Σ

【モデル例②】操業後の従業員数が減少した後に増加する場合(全て正規と仮定)

1,000 万円

伽人X50万円)

3年目

正規従業員数

(長崎市民)

70人

'士4旦'、Σ

(+60 人)

・0イ10 人

2,000 万円

(如人X50 万円)

従業員数

(前年との差)

1年自

30 人

40人

70人

雇用奨励金

(1年目との差)

1年目

キ

20人

2年目

1,000 万円

伽人X50万円)

2年目

3年目

10人

(△10 人)

◎従業員数の推移

20 人

※3年目については、

交付しない

3年目

35 人

(+25 人)

'士1旦_△Σ

2年目1年目 3年目

1年目の従業員数からの増員数に対して奨励金を交付する。

750 万円

(15 人X50 万円)

臥[
10 人

鉐人

13



4 地域商社育成支援事業について

(1)地域商社事業費補助

地域商社を設立し、又は既存の地域商社機能を拡充する長崎市内の事業者又は団体2者に

3年間経費の一部を補助する。

地域商社育成支援事業実施スケジュール

地域商社事業費補助

事業者募集開始

事業者募集説明会

地域商社事業費補助金交付選定審

査会による採点基準の決定

事業者募集締切

地域商社事業費補助金交付選定審

査会による補助事業者の特定

平成30年4月上旬

当初

事業開始

(2)地域商社育成支援業務委託

地域商社に伴走しながらその活動への助言や指導、事業の進捗管理をサボートする専門家に

ついては、平成30年5月23日公募型プロボーザル方式により、提案者3者の中から「株式会

社ただいま」を受託者に決定した。

平成30年4月中旬

平成30年5月中旬

平成30年6月上旬

現状

特定審査委員会における評価結果

平成30年6月上旬

平成30年6月中旬

平成30年6月中旬以降

株式会社ただいま(東京者田

リッキービジネスソリューション

株式会社(東京都)

平成30年7月中旬

提案者

株式会社

平成30年7月中旬

平成30年7月中

トイスピリッツ(佐世保市)

評価点

(400点満点)

304点

300点

結果

284 貞

決定

14

非決定

非決定



5 生産性向上の取組み(導入促進基本計画の策定)について

(1)背景と必要性

・人口減少に伴う生産年齢人口の減少、人手不足

・人手不足対応として、中小企業の労働生産性を向上させる必要がある

・中小企業における機械設備等の老朽化するなど、労働生産性は低い

,老朽化している機械設備等を生産性が高い先端設備へ更新させる必要がある

・中小企業の設備投資の促進支援(今後3年間の集中的な財政・金融支援)

・生産性向上特別措置法(6月施行予定)の制定により、市町村の税制支援が可能

・国は税制支援する市町村に存する中小企業に対し、補助金の優遇措置(補助金採択・補助率の優遇)

(中小企業が市町村の税制支援並びに国の補助金の優遇措置を受けられる条件)

・償却資産にかかる固定資産税の特例率をゼロとする条例が成立していること

・市町村は導入促進基本計画を策定し、国の同意を得ていること

・事業者が市町村から先端設備等導入計画の認定を受けていること

(2)市の方向性

償却資産にかかる固定資産税の特例率をゼロとする市税条例の改正並ぴに導入促進基本計画

を策定し、市内中小企業の設備投資を促進させ、労働生産性の向上を図る

(3)事業スキーム(中小企業の設備投資に対する支援)

中小企業

・生産年齢人口の減少
・中小企業の設備の老朽化

税制支援

(設備投資を後押し)

中小企業の労働
生産性の向上

゛竺L
財政支援

(4)スケジュール

【3月】(国)各種補助金の公募

【5月】(国)生産性向上特別措置法成立・公布

【6月】(国)生産性向上特別措置法施行

(国)補助金の一次採択

【7月】(国)指針の策定

(市)導入促進基本計画の協議

(国)市町村の導入促進基本計画の同意

(市)事業者の先端設備等導入計画の認定

(国)補助金の交付決定

国

今後3年間を集中投資期問と位置づけ、
中小企業の老朽化している設備を生産性
の高い先端設備への更新を促すことで、
労働生産性を向上させる

地方自治体

固定資産税特例の創酘

(交付税措置)

・市町村が導入促進基本計画を策定
・条例の改正により、償却資産に係る固定資
産税を3年間軽減岫治体の判断により、課
税標準額に特例率ゼロ~ν2を乗じる)

国(導入促進指針の策定)

協議

市町村(導入促進基本計画の策定)

崎合号'゜

2

15

中小企業者(先端設備等導入計画の策定)

金融・財政支援

同意



償却資産にかかる固定資産税の特例の対象要件

①資本金1億円以下の法人、従業員数 1,000 人以下の個人事業主のうち、「導入促進基本計

画」の同意を受けた地域に所在している中小企業が対象

②年率3%以上の労働生産性の向上を見込む「先端設備等導入計画」について、市町村の認

定を受けた先端設備が対象

※先端設備.商品の生産若しくは販売又は役務の提供の用に供する設備であって、生産性向上に資

する指標が旧モデル比で年平均1%以上向上する下記設備

【減価償却資産の種類(最低取得価格/販売開始時期)】

・機械装置(160 万円以上/10年以内)

・j則定工具及び検査工具(30万円以上/5年以内)

・器具備品(30万円以上/6年以内)

・建物付属設備(償却資産として課税されるものに限る)(60万円以上/14年以内)

16

【資料】

補助金実韻

長崎市

ものづくり・

サービス補助金

小規模事業者
持続化補助金

サポイン補助金

申請

H26年度補正

1丁導入補助金

101

採択

補助金計

国の財政支援(生産性向上を目的とした補助金)

41

補助金

38

補助事業

(予算額)

3.24

H27年度補正

申請

ものづくり・

サービス補助金

a,000憶円)

0.19

約 3.羽億円

採択

砧

0.45

補助金

23

小規模事業者

持続化補助金

(100 億円)

(申請・採択:件数、補助金:億円)

126

2.42

中小企業の革新的サービス開発・試作品開発・生産プロセスの改善を行うた

めの設備投資を支援※一定の条件で加点措置(優先採択)

補助率:1/2 (原則)、 2/3 (※優遇措置)、上限額:1000 万円、 500 万円

申請

H28年度補正

サボイン補助金

a30 億円)

0.63

採択

約 3.35 億円

4

小規模事業者が、商工会・商工会議所と{体となって経営計画を作成し、取

り組む販路開拓等を支援※一定の条件で加点措置(優先採択)

補助率;2/3、上限額:50 万円、100 万円(賃上げ、海外展開)、 500万円(複

数の事業が連携した共同事業)

0.3

15

補助金

1Υ導入補助金

(500 億円)

85

平均

(採択率)

中小企業が大学・公設試等と連携して行う研究開発、試作品開発及び販路開

拓を支援(3年まで支援可能)※一定の条件で加点措置(優先採択)

補助率:2/3、初年度上限額:4500 万円、 2年目上限額:3000 万円

3年目上限額:2250 万円

1.57

概

※一定の条件で加点措置(優遇措置)

2.41 億円

(48.3%)

0.43

約 2.45 億円

23

中小企業等の生産性向上を実現するためイ業務の効率化や売上拡大に資する

簡易的なITツールの導入を支援※一定の条件で加点措置(優先採択)

補助率;1/2、上限額;50 万円

0.22

1.認億円

(40.0%)

要

0.23 (27.0糊

3.22 億円



、

6 長崎港における貿易の状況について

(1)今年度の事業

ア輸出貨物への助成制度新設(中国・東南アジア等向け輸出コンテナ助成)

イ既存の助成制度の継続伸兪出コンテナ助成、トライアル助成)

ウ集荷活動の実施(助成金等のPRによる長崎港利用促進)

工今後貿易を行うことを検討している企業訪問

オ航路周知事業の実施(ポートセミナーの実施及び他団体のセミナー等での事業周知)

(2)航路開設平成11年7月2日

(3)運航形態等

平成25年6月から、船社2社により週3便運航

ア船社 a 高麗海運株式会社(KOR臥MARINETRANSPORTCO.しTD)

b 長錦商船株式会社(SINOKOR MERCHANT MARINE CO. LTD)

a 釜山(日)~医画1!画Σ]~熊本・八代(火)~釜山(水)イ航路

釜山(木)~伊万里(金)~熊本(土)~医画1璽目~釜山(日)
b 釜山絹)~長画1璽醒~熊本(火)~八代(水)~釜山(木)

81.1%

ウ実績

H23年

H24年

輸入

H25年

実績(T印※)

H26年

2,部4

3,0劇

H27年

輸出

3,562

H28年

輸入: LNG船の船舶資材が大量に輸入されたことなどから対前年比18.フ%の増加

輸出:プラント資材が大量に輸出されたことなどから対前年比10.0%の増加

※TEU-・20 フィートコンテナ換算(Twenty-foot Eq山Valent unit)

(1TEU=幅20 フィート(約6m) X高さ 8.5 フィート(約3m) X奥行き8 フィート絲り2m))

※実績は、実入りのコンテナ数(空コンテナを除く)

※便数の推移

H11航路開設時

H16.フ~ーー+

H25.6~ー^

4,909

H29年

369

4,653

473

3,516

706

4,175

1,009

3,233

1,207

3,534

航海数

4,268

1,234

5,918

1,358

1航海当り

平均(TEU)

52

116.5%

5,860

行

51

4,750

101

62.2

5,533

149

実績の

対前年比

69.3

153

週2便

週1便

週3便

42.3

151

39.フ

146

118.6%

38.3

109.3%

31.5

120.8%

37.9

138.フ%

99.0%



7 がんぱらんぱ長崎市応援寄附推進費に係る決算見込みについて

(1)平成29年度寄附金受入見込額(平成30年5月末現在)

【単位:千円】

900,000

800,000

700,000

600,000

500,000

400.000

300,000

200,000

100,000

0

平成29年度(4月~3月)寄附金受入見込額

平成29年塵11月補正後予

4月5月6月7月

月別(平脚9年度11月補正予

累計(平彪9年度11月正後予

(2)平成29年分(1月~12月)の収支状況

入

8月9月10月Π月

)一月別(平脚9年度決算見込み)

)一累計(平戒29年度決)

市民税控除額(減収)

2刀,172 千円(H30.5.19現在)

808,7鮎
平成29年度決見込み

市民税控除2刀,172千円の減収分のうち、75%にあたる約2億800万円が人件

交付税の基準財政収入額に算入されることから、交付税措置を踏まえると 26,071千円

約2億200万円のプラスになる見込みである。

水産加工品・カステラ・ちゃんぽんをはじめとする特産品や旅行商品など約3億4.600万

円分を返礼しており、長崎市の特産品等のPRや需要拡大につながっている

平成28年度決

461,083

【参考】平成28年分(1月~12月)の収支状況

寄附金

801,181 千円

12月1月2月

一月穿K平成28年度決算)

計(平成28年度決算)

入

^

事務

(うち謝礼品

市民税控除額(減収)

199,756 千円

3岡

赤宇

5,572千円

寄附金

414,729 千円

503,510 千円

346,154 千円

事務 253,721千円

(うち謝礼品 180.フ78千円)

赤宇

52,756 千円

稔

人件

14,008 千円

歳
出

歳
出



8 中央卸売市場の概要について

(1)目的及び役割

中央卸売市場とは、私達の毎日の食生活に欠かせない生鮮食料品などを全国各地から多種多

量に集め、せり等の取引により適正な価格をつけて、安定的に消費者に供給する流通拠点であ

る。

(2)市場関係者

・卸売業者

・仲卸業者

・売買参加者

・全国中央卸売市場数(30.4.1現在)

→ 64 (40都市)うち青果49 (37都市)

・全国市場経由率(26年度)

60.2%・^

2社

19 社

・関連事業者

"1

(3)青果物の流通経路

(※データ.平成28年度)

・長崎大同青果株式会社

・株式会社長 果

・長崎市青果卸業協同組合

・大長崎青果組合

153 人

J

i 産地別

取扱量

(数量)

長崎市

2.4%

その他

県内

41.0%

県外

! 48.2%

輸入
8.4%

・長崎市青果物商業協同組合(101人)

・長崎市浦上青果食品小売商組合(19人)

・長崎青果丸和組合(13人)

・大長崎青果組合川人)

・長崎協和青果組合(6人)

,長崎新青果組合(3人)

13 業者

(平成30年4月1日現在)

1

生

1

,

1

・関連商品売場ほか

J

長崎市中央卸売市場

委託

産

買付

委託

者

」

買付

集荷先の割合(金額)

,生産者 16.フ%

・出荷団体 38. 2%

・集出荷業者 34. 3%

・その他 10.8%

委託

ノ

、、・'ニ、'

、

買付

.,Ξ.

■.■

」

i 配荷先の割含(金額)
・長崎市 51

冨

その他の県内噐

・県外 16

J゛

J゛
゛

売渡

せり売又、、

相対取引冗＼

参

業者一^

゛゛

、

゛甲◆

..、、

共委託、買付の割合(数量)
・委託 61.0%

・買付 39.0%

1

!

売渡

.、

1 1
:.

J、

、

冒■

フ%

3%

0%

て"

ユ'

.

売渡

、

消

゛゛

/

せり、

・せり

・相対

その他

、

、、

売渡

、
、
、

、

相対の割合(数量)
15.3%

84,0%

0.フ%

玉

、

、

、
先

費

見
1

、

、、

19

'~

見

J゛

、

..

、

、

、、

市場での販売先の割合(数量)

・仲卸業者 64.2%

・売買参加者 35.1%

(小売業者)
・その他 0.フ%

者

王
王
●
■
1
、

買
出
人

仲
卸
業
.
者

売
弓卸

売
業

出
荷
団
体

者
、
J

i
/

集
出
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業
者

.
、

:
ー

」
ι
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ー
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■
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キ

見
1
■
■
■
,

冒
■
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ι
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(4)年度別取扱高状況

H20年度

H21年度

H22年度

H23年度

H24年度

H25年度

H26年度

H27年度

H28年度

H29年度

野

数量(トン)

62,379

59β24

56,579

56,376

57,476

58,373

53,842

52,356

51,559

51,370

菜

金額(千円)

10,228,296

9,942,371

10,830,206

10,431.918

9,610,362

10,160,739

9,545,702

10,741,066

11,119β76

10,426'355

果

数量(トン)

23,464

23,265

20,809

20,864

21,361

21,170

20,252

18,266

17.783

18,417

実

金額(千円)

5,7船,037

5,245,500

5,823,993

5,645,096

5,428,288

5,482,510

5,489,291

5,767,299

5,706,505

5.663.873

総取扱高

数量(トン)金額(千円)

舗,843 16,021,333

83,089 15,187,871

フフ,388 16,654,199

フフ,240 16,07フ,014

78,837 15,038,650

79,543 15,643.249

74,094 15,034,993

70,622 16,508,365

69,342 16'826,381

69.787 16,090,228

取扱数(トン)

100,000

90,000

80,000

70,000

60,000

取扱高推移

50,000

40,000

'佃一ーー^

30,000

20,000

^
^^^

10,000

數

金額

(トン)

(百万円)

※

0

取扱数のピークは昭和62年度
取扱金額のピークは平成3年度

取扱金額(百万円)

20,000

H?0 H21

18,000

H22

16,000

H23

14,000

102,853 トン
21.935百万円

H24 H25

年度

12.000

10,000

8,000

H26

6,000

H27

4,000

H28

2,000

H29

0

、
、

、
、
、
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【参考】平成30年度

(商工部予算の内訳)

25,328

1.6%

26,808

1.フ%

40,800

2.6%

82,821

5.3%

83,135

5.3%

商工部の主な事業

19,279

1.2%

14,269

0.9%

商工部 7款商工費当初予算事業2名称別)

フ,607

0.5%

・【単独】商店街賑わい整備事業
2,000 0.1%

・交際費 400 0.0%

・商工振興企画 240 0.0%

457,570

29.2%

総額

1,565,922

(千円)

補助金 中小企業金融対策費 51.4%

工業振興対策費 29.2%

施設管理運営費 5.3%
市民生活プラザホール運営費)

市場費 5.3%

【単独】企業立地用地整備事業費 2,酬

805,665

51.4%

0.0%

中小企業対策費

物産振興対策費

商業振興対策費

貿易振興対策費

事務費 0.5%

【単独】商店街賑わい整備事業費補助金

0.1%
交際費 0.0%

1.フ%

1.6%

1.2%

商工振興企画費

0.9%

※四捨五入の関係で合計は100%にならない

曽



【参考】平成30年度

長崎市第四次総合計画まちづくりの方針

0 私たちは「活力に満ち、発展し続けるまち」をめざします

01 交流を活かした地場企業の活性化と域内経済の循環を促します

・域外からの外貨獲得をめざす地場企業を支援します

・商店街・商店の利用を促進します

・卸売市場機能の充実と強化を図ります

1地域商社育成支援費

単独ではマーケティングや販路開拓に取り組むことが難しい事業者に代わり

域外への販路開拓・収益増に取り組むほか、、事業者への商品開発支援や

マーケティング等のコンサルティング機能、地域のブランディング機能を

担う地域商社事業について支援する。

商工部の主な事業

2商店街持続化推進費

空き店舗を出さないための予防的対策としての後継者問題対策と、

併せて空き店舗をうめるための治療的対策として、商店街を

「起業する場所」として捉え、実践的取組みを通じて課題解決を図る。

事業内容

3まちなか商店街誘客費補助金

人口減により規模が縮小する域内市場において、地域経済の原動力となる

小規模事業者により、今後増加が見込まれる国内外からの観光客を新たな

顧客層として、その誘客・消費拡大に取り組む事業について支援する。

予算額

4長崎街道シュガーロード推進費

19,288 千円

江戸時代に砂糖が運ぱれた長崎街道シュガーロードの歴史や文化を活かした

地域振興について、沿線自治体と連携して取り組み、市民・観光客への魅力

発信を行う。

主管課

商工振興課

予算額

5商業活性化支援費補助金

、

事業担当課

商工振興課

商店街振興組合等が実施する商業活性化のための事業支援を行う。

①頑張る商店街ステップアップ事業

大型店等との連携、観光客の取り込み、消費拡大、地域商店街マネジ

メント支援事業に基づく事業に対して支援を行い、商店街等の活性化

を図る。

3,127 千円

予算額

商工振興課

6長崎市中心市街地活性化協議会補助金

5,000 干円

予算額

長崎商工会議所を事務局として、まちなか商店街、交通事業者、金融機関、

大学、 NP0など中心市街地に閏係する様々な団体等を構成員とする長崎市

中心市街地活性化協議会の運営費について、そのν2を補助する。

商工振興課

1,293 干円

予算額

商工振興課

2,000 千円

予算額

商工振興課

500 千円
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7商工団体支援

地区商工会、中小企業団休中央会に対する運営支援を行う。

8市設小売市場費

中央小売市場、高島市場、池島総合食料品小売センターの維持管理を行う。

9中央卸売市場事業特別会計

長崎市民が必要とする青果物を全国から安定的に集荷し、適切な価格で分配

する卸売市場の機能を維持するために、市場内取引の管理監督や施設の維持

管理を行う。

予算額

予算額

8,652 千円

予算額

82,821 千円

商工振興課

222,7船千円

商工振興課

中央卸売市場

船



m 域外経済への進出を加速します

・地場企業の域外への販路拡大を支援Lます

・地場企業のアジアをはじめとする海外展開を支援します

1ものづくり支援費

優れモノ認証費

①新規性、独自性、市場性及ぴ有用性がある優れた製品・技術を市長が

「優れモノ」として認証し、市内外への情報発信やPR等を支援する。

②認証した製品のうち、長崎市役所で使途が見込まれる新商品について

は、 rトライアルオーダー認定品」として市が優先購入することで、

販路開拓を支援する。

(3)産業見本市への出展、ホームページの作成及ぴ改修、チラシの作成等

認証企業が実施する販路開拓に係る事業に要する経費の一部を助成す

る。

補助率ν2、限度額20万円

事業内容

2物産振興推進費

中小企業者の物産振興の取組みを支援する。

①物産展・商談会参加支援事業

ア市内市外で開催される物産展や商談会の斡旋

イ全国規模の商談会への共同出展(小間料は市負担)

予算額3長崎水産練り製品ブランド化支援費

予算額

、

3,090 千円

主管課

商工振興課

水産練り製品製造業者、市内経済団体、金融機関等と連携して水産錬り製品

のブランド化等に取り組んでおり、長崎かまぽこの認知度を高め、新たな

需要の喚起、販路拡大を図る。

2,484 干円

事業担当課

商工振興課

4がんぱらんぱ長崎市応援寄附推進費

ふるさと納税制度を活用し、長崎市の魅力を知ってもらうとともに、特産品

等の需要拡大につなげるため、謝礼品の充実や情報発信の強化を行い、寄附

額の増加を目指す。

<参考:平成30年度寄附受入目標額飾0,000千円>

予算額

5貿易対策活動費

3,船8 千円

貿易相談を通した企業活動支援、航路の維持・拡大のための集荷活動、

船社等との調整を行う。

商工振興課

商工振興課

予算額

刀5 千円

24

商工振興課

564,310 千円

予算額

ふるさと紬税推進室



、

6長崎港活性化センター補助金

長崎港活性化センターを通じて、集荷活動、ポートセールス、船社協議、

貿易促進のための各種助成等を行う。

<参考:長崎港活性化センターの助成制度>

①コンテナ輸送トライアル助成制度

定期航路の新規利用企業への経費助成。1~1.5万円、輸出入各々5TEU(※)まで

、

②輸出コンテナ助成制度

コンテナの輸出経費への助成

10,000円/1T印(上限75万円/社)

③中国・東南アジア等向け輸出コンテナ助成制度

定期コンテナ航路が無い「韓国以外の地域」に対するコンテナの輸出経費

への助成

5,000円/ 1TEU (上限37万5千円/社)

予算額 4,000 千円

※ TEU:海上貨物コンテナの単位

商工振輿課

25
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C3 地場企業の経営資源を強化します

・人材育成を支援します

・人材の確保を支援します

・経営の効率化や生産性強化を園ります

1若年者雇用促進費

学生とその保護者に地元企業及び長崎で暮らす魅力について情報発信する二

とにより、地元就職・定着を促進するとともに、進学等で転出した若者の

U IJターンの増加を図る。また、地元企業の積極的な採用活動を促すため

の支援を行う。

a)情報発信

ア長崎キラリカンパニー制作委託

イ長崎キラリカンパニー取材同行ツァー

ウ地元企業及び長崎で暮らす魅力を発信する書籍の共伺発行

工福岡での地元企業研究会

オ保護者向け地元就職促進セミナー

②採用活動支援

ア採用カアップセミナー

イ採用活動支援事業

ウ U IJターン就職促進事業

事.業内'容

予算額

2 ものづくり支授養

16,561 千円

地場中小製造業の競争力強化のためのものづくり支援

①長崎地域造船造機技術研修事業

技術研修センターが行う技能者育成研修に対する支援

(事業主体:長崎地域造船造機技術研修センター)

②長崎工業会補助金

地場中小企業の競争力、経営力の強化のための取組に対する支援

(事業主体:長崎工業会)

③若年者等技能向上奨励金

若年技能者及び障害者の技術技能の向上を図るため、全国大会等へ出場

する技能者等や県外の障害者職業訓練施設で訓練を受ける者に対して助

成する。

④中小製造業者新事業展開・生産性向上支援補助金

新事業展開や10T活用による生産性向上など企業の新たな取組みを促進

するため.、可能性調査及び産業人材育成に要する経費の一部を助成す

る。

主管課

産業雇用政策課

事業担当課

産業雇用政策課

予算額 13,817 千円 商工振興課
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3中小企業サポート活動費

中小企業が直面する経営・技術面での課題解決のための総合相談窓口

(1)中小企業コーディネーター(産学連携支援OB)

販路拡大、商品開発等の相談・支援、各種支援メニュー紹介

②造船造機技術指導員(民間企業OB)

造船造機中小企業への溶接技術指導、溶接作業のコスト低減指導

③金融相談員(金融機関OB)

市融資制度等に関する相談・支援

(4)雇用促進コーディネーター(ハローワーク0B)

雇用に関する相談・支援

4中小企業金融対策費(融資制度)

小企業振興資金

中小企業短期資金

予算額

中小企業災害復旧等支援資金

中小企業連鎖倒産防止資金

中小企業創業資金

中小企業エコ資金

中小企業いきいき企業者支援資金

中小企業いきいき労働環境整備資金

9,882 千円 商工振興課

ーーーーーー^

予算額

利率は短プラ連動による
変動金利
保証料補助一部有り

805,6闘千円

ー^ 利率1.4%
保証料全額補助

産業雇用政策課

J
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C4 新しい企業・新しい産業を創造し育成します

・産学官や異業種問で連携しながら、創業や新分野への進出を促します

・域外から新たな企業の立地を促進します

1産学連携・創業支援費

①大学連携型起業家育成施設「ながさき出島インキユベータ(D-FLAG)」

を拠点とした創業支援

ア賃料補助

イ入居企業支援負担金

②「創業サポート長崎」による創業支援

ア創業者広報活動支援補助金

事,業'内容

2 ものづくり支援費

＼

挑戦型共同研究開発支援補助金

3企業立地推進費

(1)奨励制度

ア施設等整備奨励金

イ建物等賃借奨励金

ウ雇用奨励金

②オフィスビル建設促進補助金

③企業誘致活動

ア長崎県産業振興財団へ職員派遣

イ企業訪問、誘致の提案、広報活動

予算額 18,564 千円

主管課

産業雇用政策課

予算額

事業担当課

産業雇用政策課

予算額

フ,000 千円

413,335 千円

産業雇用政策課

産業雇用政策課
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